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2021 年 7 月 1 日 

 

電通ジャパンネットワーク、企業の未来価値を見出す 
グループ横断組織「未来事業創研」を発足 

 

電通ジャパンネットワーク（本社：東京都港区、社長執行役員 CEO：五十嵐 博、以下「DJN」※1）は、

本日付で、独自のアプローチで企業の未来価値を見出すグループ横断組織「未来事業創研」を発足させま

した。 

 

昨今の社会・事業環境の急速な変化に伴い、顧客企業による未来予測および未来事業創造に関するニー

ズが急速に高まっています。とりわけ、新型コロナウイルスの蔓延が人びとのくらしや社会環境を大きく

変え、これまでの当たり前を見直す状況が生じ、多くの企業において過去に描いてきた未来や目標が不明

瞭なものになってきました。このような背景から、顧客企業の事業創造・変革の実現を支援する体制およ

び専門性を強化するため、未来事業創研を立ち上げることにしました。 

 

■未来事業創研ロゴおよび構成チーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未来事業創研には、(株)電通、(株)電通情報国際サービス（以下「ISID」）、(株)電通コンサルティング、

(株)電通マクロミルインサイト（以下「DMI」）に所属する顧客企業の未来事業・サービスの開発に携わっ

てきた専門家に加え、当社グループが 30 年以上に亘って培ってきた未来予測の知見を継承している電通

未来予測支援ラボおよび(株)電通グループのシンクタンク「電通総研」の研究員、さらにはブランドビジ

ョンの策定や商品・サービスのデザイン開発を専門とするチームが所属しており、それぞれが持つノウハ

ウを有機的に統合・活用することで企業の未来価値を見出すソリューションをワンストップで提供してい

きます。 
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電通と電通コンサルティングが共同で開発した「未来のくらしを創る事業開発プログラム」、ISID のオ

ープンイノベーションラボ（以下「イノラボ」）が持つ 400 以上のプロトタイプ開発実績で得た「未来を

つくる技術ノウハウ」、DMI が持つ「生活者の未来を読み解く分析手法」などを用いることにより、未来

に必要とされる事業やサービスのプロトタイプ開発、実証実験、事業化の支援を一貫して行っていきます。 

 

なお、未来事業創研の発足にあたり、DJN 各社によるこれまでの研究や実績をベースに、未来事業創研

独自のデータベース「未来社会ファクト※2」と「未来の生活者インサイト」などを掛け合わせて、未来の

企業価値を明らかにする「FUTURE-CSV アプローチ※3」を開発しました。これは、SDGs 視点も踏まえ

た未来の社会課題や起こり得る事象と、生活者の欲求および価値観から未来のくらしを可視化し、そのく

らしを実現するために求められる価値を明らかにする手法です。これに基づき、目指すべき未来を再設計

する「未来事業創造」、「未来の共有と発信」、「未来思考研修」および「未来に関する共同研究」の４つの

サービスを提供します。 

 

今後、未来事業創研では、次々と顕在化していく未来の社会課題をテクノロジーソリューションや事業

アイデアで解決するだけでなく、企業や社会、人びとのくらしに貢献する事業創造やエコシステムを構築

するために、DJN の顧客ネットワーク内での最適な企業マッチングを推進してきます。 

 

なお、DJN は、顧客企業と社会の持続的成長にコミットする「Integrated Growth Partner（インテグレ

ーテッド・グロース・パートナー）」への進化を目的に４つの新しい事業領域（AX、BX、CX、DX）※4 に

注力した競争力強化を図っており、当件は、顧客企業の事業変革の実現を領域とする BX 領域の強化に繋

がるものと考えています。DJN は今後も多様な取り組みにより、顧客企業を支援し、持続可能な成長に貢

献していきます。 

 

■『Future CSV Approach』 

 

 

この FUTURE-CSV アプローチでは、目指すべき未来を再設計する次の４つのサービスを提供します。 

 

１．未来事業創造 

ワンストップで未来事業をつくる「FUTURE CRAFT PROCESS」では、まずワークショップなどを
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通じて、「未来社会ファクト」や「未来の生活者インサイト」などのインプット情報から未来のくら

しを可視化します。そして、可視化された未来のくらしを基に、電通独自のアイディエーションツー

ル「Expert Idea 500」を活用し、外部エキスパートとともに 500 以上のアイデアを創出し、アイデ

アの受容性検証や実証実験、事業としての実現可能性を検証します。 

 

■『FUTURE CRAFT PROCESS』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．未来の共有と発信 

未来に関するイメージやキーワードをビジュアル化＆明文化することで、未来に起き得る生活者を

取り巻く状況を可視化し、ビジョンを策定します。また、それを内外へ発信するプランニングを行い

ます。 

 

３．未来思考研修 

未来の生活者を取り巻く社会環境についての情報をインプットし、未来の社会やくらしを考えるた

めの思考法を学ぶ研修を行います。さらに、未来の社会やくらしを描いた上で、未来に求められる新

しい事業アイデアを創出する実践を行い、発想法を身に付けます。 

 

４．未来に関する共同研究 

電通総研、未来予測支援ラボ、ISID のイノラボを中心に、「未来に関する共同研究」を推進していき

ます。主要なテーマは、未来に想定される「社会課題に向けた取り組み」「これからの生活者インサ

イト開発」「生活者の行動と意識を変えるテクノロジー」の３つです。 

  

 

<未来事業創研を構成するチーム一覧>（順不同） 

・株式会社電通グループ 電通総研 https://institute.dentsu.com/ 

・株式会社電通 未来予測支援ラボ https://www.dentsu-fsl.jp/ 

・株式会社電通コンサルティング https://www.dentsuconsulting.com/ 

・株式会社電通国際情報サービス INNOLAB https://innolab.jp/ 

・株式会社電通マクロミルインサイト https://www.dm-insight.jp/ 

 

 

 

https://institute.dentsu.com/
https://www.dentsu-fsl.jp/
https://www.dentsuconsulting.com/
https://innolab.jp/
https://www.dm-insight.jp/
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※1：電通ジャパンネットワーク（DJN）は、株式会社電通グループの社内カンパニーであると同時に、国内電通グループ 

約 130 社で構成されるネットワークそのものを指します。URL https://www.japan.dentsu.com/jp/ 

※2：未来の社会における状況や課題を領域別に収集し、まとめた未来事業創研独自のデータベース。 

※3：CSV は Creating Shared Value の略。企業による社会的価値の創出（≒社会課題の解決）と経済利益（≒生活者価値

創造）とを両立させる経営戦略のフレームワークを指します。 

※4：AX（Advertising Transformation）領域：広告の高度化・効率化を実現する広告宣伝変革領域 

BX（Business Transformation）領域：顧客企業の事業変革を実現するビジネス変革領域 

CX（Customer Experience Transformation）領域：最適な顧客体験をデザインし、実現するカスターエクスペリエン

ス変革領域 

DX（Digital Transformation）領域：マーケティング基盤の変革を実現するデジタル変革領域 

 

以 上 

 

 

【事業に関する問い合わせ先】 

未来事業創研（https://dentsumirai.com/） Email：info@dentsumirai.com 

 

【リリースに関する問い合わせ先】 

株式会社電通グループ グループコーポレートコミュニケーションオフィス 

TEL：03-6217-6601   Email：group-cc@dentsu-group.com 

株式会社電通グループでは、新型コロナウイルス対策の一環として、現在リモートワークを実施しておりますので、 

同期間のお問い合わせは、E メールにてお願いいたします。 

https://www.japan.dentsu.com/jp/
https://dentsumirai.com/
mailto:info@dentsumirai.com
mailto:group-cc@dentsu-group.com

